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平成１４年３月期　　　中間決算短信（連結）　　　 　平成 13 年 11 月 21 日

上 場 会 社 名 株 式 会 社 　 千 葉 銀 行 上 場 取 引 所 東　証

コ ー ド 番 号 8　3　3　1 本 社 所 在 都 道 府 県 千　葉　県

問 合 せ 先 責任者役職名 経 営 企 画 部 長 ＴＥＬ　（043）245-1111　（大代表）

氏 名 丸  幸 司

決 算 取 締 役 会 開 催 日 平成 13 年 11 月 21 日 特定取引勘定の設置の有無 有

米国会計基準採用の有無 無

1. 13 年 9 月中間期の連結業績（平成 13 年 4 月 1 日～平成 13 年 9 月 30 日）

(1)　連結経営成績　　　        　　　　　　　　　（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

経 　 常 　 収 　 益 経　常　利　益 中間（当期）純利益

13 年 9 月中間期

12 年 9 月中間期

百万円

109,931

122,125

％

 （△ 10.0）

 （    1.6）

百万円

10,626

12,583

％

（△ 15.5）

（△ 36.9）

百万円

5,938

7,677

％

（△ 22.7）

（△ 31.1）

1 3 年 3 月 期 238,443 23,259 13,191

１ 株 当 た り 中 間

（ 当 期 ） 純 利 益

潜 在 株 式 調 整 後

1 株当たり中間（当期）純利益

13 年 9 月中間期

12 年 9 月中間期

　円
7

9

銭

5

91

　円
－

9

銭

－

12

1 3 年 3 月 期 16 90 － －

(注) ①持分法投資損益 13 年 9 月中間期  53 百万円　　12 年 9 月中間期  171 百万円   13 年 3 月期  293 百万円

②期中平均株式数(連結) 13年9月中間期 842,200,221株  12年9月中間期 774,593,672株  13年3月期 780,542,063株

③会計処理の方法の変更　　無

④経常収益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)　連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率
１ 株 当 た り

株 主 資 本
連結自己資本比率

（国際統一基準）

13 年 9 月中間期

12 年 9 月中間期

百万円

7,945,182

7,835,002

百万円

364,322

347,000

％

4.6

4.4

円

432

447

銭

58

97

％

 10.31

  　10.40

1 3 年 3 月 期 7,942,695 369,061 4.6 438 22 10.56

(注) 期末発行済株式数(連結) 13年9月中間期 842,200,952株  12年9月中間期 774,603,605株  13年3月期 842,189,011株

(3)　連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による

キャッシュ･フロー

投資活動による

キャッシュ･フロー

財務活動による

キャッシュ･フロー

現金及び現金同等物

期 末 残 高

13 年 9 月中間期

12 年 9 月中間期

百万円

△ 4,720

84,381

百万円

14,808

△ 241,990

百万円

△ 19,183

26,396

百万円

146,943

132,706

1 3 年 3 月 期 278,356 △ 399,040 12,731 156,060

(4)　連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数　　11 社　　　持分法適用非連結子会社数　　7社　　　持分法適用関連会社数　　0社

(5)　連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結（新規）　　0社　（除外）　　0社　　　持分法（新規）　　0社　（除外）　　0社

2.　14 年 3 月期の連結業績予想（平成 13 年 4 月 1 日～平成 14 年 3 月 31 日）

経　常　収　益 経　常　利　益 当　期　純　利　益

通 期
百万円

210,000
百万円

16,000
百万円

8,500

(参考)　1 株当たり予想当期純利益（通期）　10 円 9 銭
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企 業 集 団 の 状 況

１．事業の内容

当行グループ（ 当行及び当行の関係会社）は、当行、子会社 18社で構成され、銀行業務を中心に、証

券業務、リース業務などの金融サービスを提供しております。

２．事業系統図

本店ほか国内支店 140  出張所 13  特別出張所 6  両替出張所 2
銀 行 業 務

海外支店 3　 海外駐在員事務所 2

 主に銀行業務に関する事務の代行を行っている子会社

・ 株式会社 総武（店舗保守管理業務等）

・ ちばぎんキャッシュビジネス株式会社（現金等の集金･精査業務）

・ ちばぎんアカウンティングサービス株式会社（人材派遣･経理総務受託業務）

・ ちばぎんビジネスサービス株式会社（事務代行業務）

・ ちばぎん総合管理株式会社（競落不動産の保有･管理･売却業務）

 

千 

葉 

銀 

行

・ ちばぎんローンビジネスサポート株式会社（担保不動産の評価業務）

・ Chiba Capital Funding (Cayman) Ltd.（金融業務）

そ の 他 業 務 お客様に対し総合金融サービスを提供している子会社

・ 中央証券株式会社（証券業務）

・ CHIBA INTERNATIONAL LTD.（証券業務）

・ ちばぎんリース株式会社（リース業務）

・ ちばぎん保証株式会社（信用保証業務）

・ ちばぎんファクター株式会社（集金代行、信用保証業務）

・ ちばぎんコンピューターサービス株式会社（ソフトウェアの開発、計算受託業務）

・ ちばぎんジェーシービーカード株式会社（クレジットカード業務）

・ ちばぎんディーシーカード株式会社（クレジットカード業務）

・ ちばぎんキャピタル株式会社（株式公開等コンサルティング業務）

・ ちばぎんアセットマネジメント株式会社（投資顧問業務）

・ 株式会社ちばぎん総合研究所（情報･調査、コンサルティング業務）

なお、ちばぎんアカウンテｨングサービス株式会社は、ちばぎんスタッフサービス

株式会社が社名変更したものです。
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経  営  方  針

１． 経営の基本方針

当行は、千葉県を主要な地盤とする地域金融機関として、「地域のお客様のニーズにお応えし、地域の

発展に貢献する」という役割・使命を遂行しております。今後ともこの姿勢を堅持し、資産の健全性を

一層高め、当行グループが一体となって、より質の高い金融商品・サービスの提供や顧客満足度の向上

などの諸活動を展開してまいります。これらを通じ、地域社会の発展に貢献してまいりますとともに、

株主の皆様や市場からも高く評価されるよう心がけてまいります。

２． 利益配分に関する基本方針

利益配分につきましては、営業基盤の拡充や財務体質強化の観点から、内部留保の充実を図るとともに、

安定的な配当を継続することを基本方針としております。この方針に従い、中間配当金につきましては、

前中間期同様 1株あたり 2円 50 銭といたしました。

３． 中期的な経営戦略

当行では、経営環境の変化に適切に対応し、新たな飛躍を遂げるため、中期経営計画｢A・C・T(アクト)2003｣

を策定しております。本計画では、経営環境の変化を積極的に捉え、お客様からの圧倒的支持を得る｢最

も質の高い『地域の総合金融サービスグループ』｣を基本方針とし、以下の諸施策を推進中であります。

（１）目標とする経営指標

当行では、中期経営計画の計画最終年度である平成 14 年度に、｢業務純益(一般貸倒引当金繰入

前)800 億円以上｣、｢自己資本比率 10%以上｣、｢OHR50%以下｣等の達成を目標としております。

（２）経営課題

①強固な財務基盤の早期確立

県内のお客様向けを中心とした運用力の強化、新規業務への取り組みなどによる手数料収益の

拡大、不良債権処理促進による資産の健全化、ならびに業務の合理化・効率化による経費削減に

取り組み、収益力をさらに向上させ、財務基盤をより強固なものとしてまいります。

②顧客基盤の強化・拡大

コンビニ ATM の拡大や、インターネットをはじめとする新しいチャネルを強化してまいります

ほか、新商品・サービスを積極的に開発してお客様の利便性を向上し、お客様満足度のさらなる

向上に努めてまいります。

③経営システムの革新

市場規律と自己責任原則に基づく経営を進めるため、リスク・収益管理体制、コンプライアン

ス体制を強化するとともに、グループ総合力を発揮して収益力を強化・拡大させてまいります。

（３）新商品・サービスの開発

本経営計画達成のため、当行では引き続き新商品の開発やサービスの拡大に取り組んでおります。

この 4月から新たに、｢住宅ローン関連の長期火災保険｣、｢住宅ローン関連の債務返済支援保険｣、

｢海外旅行傷害保険｣の販売を開始いたしました。外貨預金では、3 か月の据置期間経過後は満期

扱いで解約できる｢自由満期型外貨定期預金(愛称：フリーエンド)｣の取扱いを開始し、投資信託

では 2銘柄を追加して計 23 銘柄といたしました。ローン商品では、幅広いお客様に簡単な手続き

でご利用いただける｢ちばぎんカードローン『クイックパワー』｣の取扱いを開始いたしました。

IT 関連のサービスといたしましては、テレフォンバンキング、モバイルバンキング、インターネ

ットバンキングを統合した新しいダイレクトバンキングサービス｢ちばぎんマイアクセス｣の取扱

いを開始いたしました。
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４．対処すべき課題

わが国経済は引き続き悪化傾向の中にあり、また金融機関を取り巻く環境も、合従連衡や異業種の新規

参入による競争の激化、間近に迫ったペイオフ解禁など、厳しさを増しております。

このような情勢の中、不良債権の早期処理が喫緊の課題となっております。当行でも、着実に処理を進

めておりますが、一方、財務面で困難な状況にあります企業に対する支援強化も、地域経済・社会の持

続的発展のための重要な責務と考えております。このため、本年 10 月に組織を改定し、当該業務を専門

に行う｢審査二部｣を設置しております。

また、コーポレートガバナンスの強化も重要な課題と認識しております。商法改正等の方向性を正しく

受け止め、より適切な対応を行うことで最適な企業統治体制を構築してまいります。加えて、株主・投

資家の皆様に対する積極的な IR 活動を継続し、経営の透明性を確保してまいります。

以上の取組のもと、お客様からこれまで以上のご信頼・ご支持をいただけますよう、当行グループでは

一致結束して、中期経営計画｢A・C・T2003｣に掲げた諸施策を着実に実行してまいります。収益力の強化、

資産の健全化を進め、財務基盤をさらに強固なものといたしますとともに、多様化・高度化するお客様

のニーズに迅速かつ的確にお応えしてまいる所存でございます。



株式会社　千　葉　銀　行

－5－

経  営  成  績

１． 当中間期の概況

当行グループでは、総力を挙げて経営基盤の拡充と総合金融サービスの充実に努力いたしました結果、

当中間連結会計期間の業績につきましては以下のとおりとなりました。

（１） 損益の状況

損益面について申し上げますと、経常収益は、資金の効率的な運用・調達に努めましたものの、

前中間期比 121 億 94 百万円減少し 1,099 億 31 百万円となりました。一方、経常費用も、経営全

般にわたる合理化を進めましたことから、前中間期比 102 億 38 百万円減少し 993 億 4 百万円と

なりました。この結果、経常利益は前中間期比 19 億 56 百万円減少して 106 億 26 百万円となりま

した。また、中間純利益は前中間期比 17 億 39 百万円減少し 59 億 38 百万円となり、1 株当たり

中間純利益は 7 円 5 銭となりました。なお、償却・引当につきましては、資産の自己査定に基づ

いて厳格に実施しており、また有価証券の減損処理は、期末時価が簿価に対し 50%以上下落した

銘柄全てと、30～50%下落し株価回復の可能性がないと判断される銘柄について行うなど、厳正な

対応をとっております。

（２） 主要勘定の動き

預金につきましては、お客様のニーズにきめ細かくお応えいたしますとともに、家計に密着した

営業活動を積極的に展開いたしました結果、個人預金が順調に増加し、中間期末残高は前期末比

1,326 億円増加して、6兆 9,122 億円となりました。

貸出金につきましては、資金需要が引き続き低迷するなかで、地域のお客様向けに住宅ローンを

はじめ様々な金融商品・サービスを積極的にご提供してまいりましたことから、中間期末残高は

前期末比 1,084 億円増加し、5兆 7,171 億円となりました。

有価証券につきましては、中間期末残高は前期末比 323 億円減少し、1兆 4,554 億円となりまし

た。

総資産の中間期末残高は、前期末比 24 億円増加し、7兆 9,451 億円となりました。

（３） キャッシュ・フローの状況

当期の連結キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローが貸出金の

増加による支出などにより 47 億円のマイナスとなる一方、有価証券の償還・売却などにより投資

活動のキャッシュ・フローは 148 億円のプラスとなりました。また、財務活動によるキャッシュ・

フローは劣後特約付借入金の返済等により 191 億円のマイナスとなりました。以上の結果、現金

及び現金同等物の中間期末残高は 91 億円減少し、1,469 億円となりました。

なお、国際統一基準による自己資本比率は、前期末に比べ 0.24 ポイント低下し、10.31％となり

ました。

２． 業績見通し

平成 14 年 3 月期の業績見通しは、経常収益 2,100 億円、経常利益 160 億円、当期純利益 85 億円を見込

んでおります。

また、当行単体の業績見通しは、経常収益 1,900 億円、経常利益 140 億円、当期純利益 75 億円を見込

んでおります。
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比  較  中  間  連  結  貸  借  対  照  表

（単位：百万円）

科 目
平 成 1 3 年

中間期末（Ａ）

平 成 1 2 年

中間期末（Ｂ）

比 較

（ Ａ － Ｂ ）

平成 1 2 年 度 末

（ Ｃ ）

比 較

（ Ａ － Ｃ ）

（ 資 産 の 部 ）

現 金 預 け 金

コールローン及び買入手形

買 入 金 銭 債 権

特 定 取 引 資 産

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 出 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

動 産 不 動 産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

投 資 損 失 引 当 金

１５７，４００

９０，０００

３７３

１９８，８６２

１０，９８７

１，４５５，４７２

５，７１７，１４３

２，２９８

１７２，９７７

１１５，６３６

９７，５０３

１３０，７９７

△２０４，２７０

１６９，３２４

１００，０００

２８

１９５，８４６

２９，８４４

１，３３５，３１３

５，６８７，４５６

２，９２９

１６６，９９７

１１７，６８１

９０，８９５

１４５，４８３

△ ２０６，６９７

△ １０２

△１１，９２４

△１０，０００

３４５

３，０１５

△１８，８５６

１２０，１５９

２９，６８６

△６３１

５，９７９

△２，０４５

６，６０８

△１４，６８５

２，４２７

１０２

１８７，４２２

１３９，２００

２４

２０５，７８９

１７，２８２

１，４８７，８３６

５，６０８，７１１

２，２９４

１４１，４２４

１１６，７０２

９２，７７６

１４３，８９９

△２００，６６５

△２

△３０，０２２

△４９，２００

３４９

△６，９２７

△６，２９４

△３２，３６４

１０８，４３１

４

３１，５５２

△１，０６５

４，７２７

△１３，１０１

△３，６０４

２

資 産 の 部 合 計 ７，９４５，１８２ ７，８３５，００２ １１０，１８０ ７，９４２，６９５ ２，４８７

（ 負 債 の 部 ）

預 金

譲 渡 性 預 金

コールマネー及び売渡手形

特 定 取 引 負 債

借 用 金

外 国 為 替

社 債

転 換 社 債

そ の 他 負 債

退 職 給 付 引 当 金

債 権 売 却 損 失 引 当 金

特 別 法 上 の 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

再評価に係る繰延税金負債

連 結 調 整 勘 定

支 払 承 諾

６，９１２，２６１

９７，０２０

１８，０２９

４，４５３

１２０，９１９

３１２

４５，５００

１８５，４９８

２２，８８７

２３，５２１

７０

２０

９，３８９

１，２３８

１３０，７９７

６，６９４，１３０

１８，４９０

１２３，６４８

２，６８９

１４７，９９２

１９５

４５，５００

２９，９７９

２０７，４７３

１９，５２９

３１，３４４

６９

３１

９，３８９

２，０５７

１４５，４８３

２１８，１３０

７８，５３０

△１０５，６１８

１，７６３

△２７，０７２

１１６

△２９，９７９

△２１，９７４

３，３５８

△７，８２２

０

△１１

△０

△８１９

△１４，６８５

６，７７９，６２７

１９８，２３７

１８，１７１

４，７３０

１３７，９６８

２５９

４５，５００

１７２，８０６

２１，２８６

３０，７６４

７０

３５

９，３８９

１，６４８

１４３，８９９

１３２，６３３

△１０１，２１７

△１４２

△２７７

△１７，０４８

５３

１２，６９１

１，６０１

△７，２４３

△１５

△０

△４０９

△１３，１０１

負 債 の 部 合 計 ７，５７１，９２０ ７，４７８，００４ ９３，９１５ ７，５６４，３９５ ７，５２５

（ 少 数 株 主 持 分 ）
少 数 株 主 持 分

８，９４０ ９，９９７ △１，０５６ ９，２３８ △２９８

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金

資 本 準 備 金

再 評 価 差 額 金

連 結 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

為 替 換 算 調 整 勘 定

計

自 己 株 式

子会社の所有する親会社株式

１２１，０１９

９８，１７８

１３，３４４

１３２，１１８

１，０５９

４３

３６５，７６３

△１

△１，４３９

１０６，８９１

８４，０５０

１３，３４６

１２４，７４６

１９，４７９

△７２

３４８，４４２

△２

△１，４３９

１４，１２７

１４，１２７

△１

７，３７１

△１８，４１９

１１５

１７，３２１

０

１２１，０１９

９８，１７８

１３，３４６

１２８，３２４

９，８６４

△２２４

３７０，５０７

△６

△１，４３９

△１

３，７９３

△８，８０４

２６７

△４，７４４

４

資 本 の 部 合 計 ３６４，３２２ ３４７，０００ １７，３２１ ３６９，０６１ △４，７３９

負債、少数株主持分及び
資 本 の 部 合 計 ７，９４５，１８２ ７，８３５，００２ １１０，１８０ ７，９４２，６９５ ２，４８７
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比  較  中  間  連  結  損  益  計  算  書

（単位：百万円）

科            目
平 成 1 3 年
中間期（Ａ）

平 成 1 2 年
中間期（Ｂ）

比 較
（ Ａ － Ｂ ）

平 成 1 2 年 度
（ 要 約 ）

経 常 収 益 １０９，９３１ １２２，１２５ △１２，１９４ ２３８，４４３

資 金 運 用 収 益

（うち貸出金利息）

（うち有価証券利息配当金）

役 務 取 引 等 収 益

特 定 取 引 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

８１，９３７

（６６，９８４）

（１０，１５６）

１２，４１２

２６８

１，６００

１３，７１１

８８，３７４

（６９，３１１）

（１１，６１４）

１２，５８５

３３４

１，５３０

１９，３００

△６，４３７

（△２，３２７）

（△１，４５８）

△１７３

△６５

７０

△５，５８８

１７９，０６１

（１４０，８７４）

（２５，００４）

２４，５４３

８８２

６，１１７

２７，８３８

経 常 費 用 ９９，３０４ １０９，５４２ △１０，２３８ ２１５，１８４

資 金 調 達 費 用

（ う ち 預 金 利 息 ）

役 務 取 引 等 費 用

特 定 取 引 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

１６，４７４

（８，６１３）

４，０２０

１４７

４１，１６５

３７，４９５

２３，８６１

（１４，２９３）

３，６１９

２１２

７０５

４１，８３４

３９，３０９

△７，３８７

（△５，６７９）

４０１

△２１２

△５５７

△６６９

△１，８１３

４７，２０４

（２９，８２６）

７，４１０

１８７

２，２１９

８２，６４８

７５，５１３

経 常 利 益 １０，６２６ １２，５８３ △１，９５６ ２３，２５９

特 別 利 益

特 別 損 失

１

１９２

２７

１６５

△２５

２６

４９

１，５１８

税 金 等 調 整 前
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益
（ △ 印 は 損 失 ）

１０，４３６

３，１９０

１，５０９

△２０１

１２，４４５

１１２

４，５０９

１４５

△２，００８

３，０７８

△３，０００

△３４７

２１，７９０

１９８

８，９７１

△５７０

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ５，９３８ ７，６７７ △１，７３９ １３，１９１
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比  較  中  間  連  結  剰  余  金  計  算  書

（単位：百万円）

科            目
平 成 1 3 年
中間期（Ａ）

平 成 1 2 年
中間期（Ｂ）

比 較
（Ａ－Ｂ）

平 成 1 2 年 度

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

連 結 剰 余 金 増 加 高

再評価差額金取崩に伴う

剰 余 金 増 加 高

連 結 剰 余 金 減 少 高

配 当 金

役 員 賞 与

再評価差額金取崩に伴う

剰 余 金 減 少 高

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

連結剰余金中間期末（期末）残高

１２８，３２４

１

１

２，１４５

２，１０５

４０

５，９３８

１３２，１１８

１１９，０５７

１，９８８

１，９３６

４８

２

７，６７７

１２４，７４６

９，２６６

１

１

１５７

１６９

△８

△２

△１，７３９

７，３７１

１１９，０５７

３，９２４

３，８７２

４８

２

１３，１９１

１２８，３２４
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比 較 中 間 連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

（単位：百万円）

科            目
平 成 1 3 年
中間期（Ａ）

平 成 1 2 年
中間期（Ｂ）

比 較
（Ａ－Ｂ）

平 成 1 2 年 度

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間（当期）純利益

減価償却費

連結調整勘定償却額

持分法による投資損益（△）

貸倒引当金の増加額

投資損失引当金の増加額

債権売却損失引当金の増加額

退職給与引当金の増加額

退職給付引当金の増加額

資金運用収益

資金調達費用

有価証券関係損益（△）

金銭の信託の運用損益（△）

為替差損益（△）

動産不動産処分損益（△）

特定取引資産の純増（△）減

特定取引負債の純増減（△）

貸出金の純増（△）減

預金の純増減（△）

譲渡性預金の純増減（△）

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△）

預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減

コールローン等の純増（△）減

コールマネー等の純増減（△）

債券貸付取引担保金の純増減（△）

外国為替（資産）の純増（△）減

外国為替（負債）の純増減（△）

資金運用による収入

資金調達による支出

その他

小    計

法人税等の支払額

営業活動によるキャッシュ・フロー

１０，４３６

２，２９０

△４０９

△ ５３

 ３，６０４

 △２

 △７，２４３

 

 １，６０１

 △８１，９３７

 １６，４７４

 ６，３２０

 ６２

 ２１

 １８２

 ６，９２７

 △２７７

 △１０８，４３１

 １３２，６３３

 △１０１，２１７

 △４８

 ２０，９３０

 ４８，８５０

 △１４２

 △２５，３６９

 △４

 ５３

 ８４，７５３

 △１７，１９６

 　　　３，５３４

 △３，６５２

 　　△１，０６８

 △４，７２０

 

 １２，４４５

 ２，１９４

 △ ４０９

 △ １７１

 ８，５６６

 １００

 ９４２

 △１４，２０５

 １９，５２９

 △８８，３７４

 ２３，８６１

 △７，１７７

 △１６１

 １

 １３０

 △８３，８７８

 △２，６８２

 △３５，７９２

 １０１，３３８

 △５２，８３２
 △２，２７１

 １５３，６１６

 ２２，７５４

 ６８，７１７

 △２７，３８７

 △９５

 △４

 ８８，８６５

 △２４，９８９

 　△７８，２１２

 ８４，４１６

       　　 △３４

 ８４，３８１

 

 △２，００８

 ９５

 

 １１８

 △４，９６１

 △１０２

 △８，１８５

 １４，２０５

 △１７，９２８

 ６，４３７

 △７，３８７

 １３，４９８

 ２２４

 ２０

 ５２

 ９０，８０６

 ２，４０４

 △７２，６３８

 ３１，２９５

 △４８，３８４

 ２，２２２

 △１３２，６８５

 ２６，０９５

 △６８，８５９

 ２，０１８

 ９０

 ５８

 △４，１１２

 ７，７９３

 　　８１，７４６

 △８８，０６８

 　　△１，０３３

 △８９，１０２

 

 ２１，７９０

 ４，５９２

 △８１９

 △２９３

 ２，５３４

 

 ３６３

 △１４，２０５

 ２１，２８６

 △１７９，０６１

 ４７，２０４

 △１０，０７２

 △９５

 △９２

 １，４８２

 △９３，８２１

 △６４０

 ４２，９５２

 １８６，８３４

 １２６，９１４

 △２，２９５

 １５８，９３８

 △１６，４４０

 △３６，７５９

 △４３，５７２

 ５４０

 ５８

 １８３，０１６

 △５８，８００

 　△６３，２２３

 ２７８，３１４

 　　　　　　４１

 ２７８，３５６

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

 有価証券の取得による支出

 有価証券の売却による収入

 有価証券の償還による収入

 金銭の信託の増加による支出

 金銭の信託の減少による収入

 動産不動産の取得による支出

 動産不動産の売却による収入

 投資活動によるキャッシュ・フロー

 

 △６２４，９２６

 １１０，４２７

 ５２４，８２８

 △１２，４６５

 １８，５７９

 △２，０７３

 　　　　　４３７

 １４，８０８

 

 △５５２，９６５

 １６３，３９５

 １４８，９１５

 △１３７

 １，１５５

 △２，９７２

       　 ６１８

 △２４１，９９０

 

 △７１，９６０

 △５２，９６８

 ３７５，９１３

 △１２，３２７

 １７，４２４

 ８９８

 　　　　△１８１

 ２５６，７９８

 

△１，３７８，１６３

 ３９３，８８５

 ５７６，１４１

 △１６３

 １３，６９２

 △５，７０５

 　　　１，２７３

 △３９９，０４０

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 劣後特約付借入による収入

 劣後特約付借入金の返済による支出

 劣後特約付社債・転換社債の発行による収入

 劣後特約付社債・転換社債の償還による支出

 配当金支払額

 少数株主への配当金支払額

 自己株式の取得による支出

 自己株式の売却による収入

 財務活動によるキャッシュ・フロー

 

 

 △１７，０００

 

 

 △２，１０５

△ ８２

 

 　　　　　　　４

 △１９，１８３

 

 

 

 ２８，５００

 

 △１，９３６

△ １６７

 

  　    　     １

 ２６，３９６

 

 

 △１７，０００

△ ２８，５００

 

 △１６９

 ８５

 

 　　　　　　３

 △４５，５７９

 

 ４，０００

 △１４，０００

 ２８，５００

 △１，７２４

 △３，８７２

△ １６７

△ ３

　　　　　　　　

１２，７３１

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高

　　　　　△２１

△９，１１７

　１５６，０６０

　１４６，９４３

　      　  △１

△１３１，２１３

　２６３，９２０

　１３２，７０６

　　　　　△２０

１２２，０９６

△１０７，８５９

　　１４，２３６

　　　　　　９２

△１０７，８５９

　２６３，９２０

　１５６，０６０
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第 96 期中（平成 13 年 9 月 30 日現在）中間連結貸借対照表

（ 単位：百万円 ）

  科        目   金       額   科       目   金       額

（ 負 債 の 部 ）

預 金

譲 渡 性 預 金

コールマネー及び売渡手形

特 定 取 引 負 債

借 用 金

外 国 為 替

社 債

そ の 他 負 債

退 職 給 付 引 当 金

債 権 売 却 損 失 引 当 金

特 別 法 上 の 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

再評価に係る繰延税金負債

連 結 調 整 勘 定

支 払 承 諾

６，９１２，２６１

９７，０２０

１８，０２９

４，４５３

１２０，９１９

３１２

４５，５００

１８５，４９８

２２，８８７

２３，５２１

７０

２０

９，３８９

１，２３８

１３０，７９７

負 債 の 部 合 計 ７，５７１，９２０

（少 数 株 主 持 分）

少 数 株 主 持 分 ８，９４０

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金

資 本 準 備 金

再 評 価 差 額 金

連 結 剰 余 金

評 価 差 額 金

為 替 換 算 調 整 勘 定

計

自 己 株 式

子会社の所有する親会社株式

１２１，０１９

９８，１７８

１３，３４４

１３２，１１８

１，０５９

４３

３６５，７６３

△ １

△ １，４３９

（ 資 産 の 部 ）

現 金 預 け 金

コールローン及び買入手形

買 入 金 銭 債 権

特 定 取 引 資 産

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 出 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

動 産 不 動 産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

  

１５７，４００

９０，０００

３７３

１９８，８６２

１０，９８７

１，４５５，４７２

５，７１７，１４３

２，２９８

１７２，９７７

１１５，６３６

９７，５０３

１３０，７９７

△ ２０４，２７０

資 本 の 部 合 計 ３６４，３２２

資 産 の 部 合 計 ７，９４５，１８２
負債、少数株主持分及び資本の部
合 計

７，９４５，１８２
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（中間連結貸借対照表  注記）

１． 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２． 金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を

利用して利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」）の取引については、取引の約定時点を基準と

し、中間連結貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上しております。

 特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については中間連結決算日の時価

により、スワップ・先物・オプション取引等の派生商品については中間連結決算日において決済した

ものとみなした額により行っております。

３． 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他

有価証券のうち時価のあるものについては中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は

主として移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価

法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理

しております。

４． 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証

券の評価は、時価法により行っております。

５． デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。

６． 当行の動産不動産の減価償却は、定率法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上し

ております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建  物   　６年～５０年

動  産   　２年～２０年

当行の電子計算機の耐用年数については、従来 6 年としておりましたが、当中間連結会計期間からパ

ーソナルコンピュータ(サーバー用のものを除く)は 4 年、その他のものは 5 年に変更しております。

この変更に伴う経常利益及び税金等調整前中間純利益に与える影響は軽微であります。

連結される子会社及び子法人等の動産不動産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定

率法により償却しております。

７． 自社利用のソフトウェアについては、当行及び連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間

（５年）に基づく定額法により償却しております。

８． 当行の外貨建資産・負債及び海外支店勘定は、取得時の為替相場による円換算額を付す子会社･子法人

等株式及び関連法人等株式を除き、主として中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しており

ます。

なお、当行は、従来、｢銀行業において『新外為経理基準』を継続適用した場合の当面の監査上の取扱

い｣（日本公認会計士協会平成 12 年 4 月 10 日）に基づき、｢新外為経理基準｣を適用しておりましたが、

当中間連結会計期間から、｢銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する当面の会計上及び監査上

の取扱い｣（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 20 号）が適用される処理を除き、改訂後の

外貨建取引等会計処理基準（｢外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書｣（企業会計審議会平

成 11 年 10 月 22 日））を適用しております。当基準の適用による有価証券、経常利益及び税金等調整

前中間純利益に与える影響は軽微であります。

資金関連スワップ取引については、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 20 号に基づき、債権

元本相当額及び債務元本相当額の中間連結決算日の為替相場による正味の円換算額を中間連結貸借対

照表に計上し、異種通貨間の金利差を反映した直先差金は直物外国為替取引の決済日の属する期から

先物外国為替取引の決済日の属する期までの期間にわたり発生主義により中間連結損益計算書に計上

するとともに、中間連結決算日の未収収益又は未払費用を計上しております。

なお、資金関連スワップ取引とは、異なる通貨での資金調達・運用を動機として行われ、当該資金の

調達又は運用に係る元本相当額を直物買為替又は直物売為替とし、当該元本相当額に将来支払うべき

又は支払を受けるべき金額・期日の確定している外貨相当額を含めて先物買為替又は先物売為替とし

た為替スワップ取引であります。

連結される子会社及び子法人等の外貨建資産・負債については、それぞれの中間決算日等の為替相場に



株式会社　千　葉　銀　行

－12－

より換算しております。

９． 当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、計上しております。

 「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関す

る実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第 4号）に規定する正常先債権及び要注

意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績

から算出した貸倒実績率等に基づき引き当てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、

債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認め

る額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、

担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引き当てております。なお、特

定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を特定海外債権引当

勘定（租税特別措置法第 55 条の 2 の海外投資等損失準備金を含む）として引き当てております。

 すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立

した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っておりま

す。

 連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案し

て必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額をそれぞれ引き当てております。

１０． 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しておりま

す。また、数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。

数理計算上の差異　　各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理。なお、一部の連結子会社は発生連結会計年度で一括費用処

理しております。

 会計基準変更時差異（２０，３８５百万円）については、5 年による按分額を費用処理することとし、

当中間連結会計期間においては同按分額に 12 分の 6 を乗じた額を計上しております。

１１． 債権売却損失引当金は、（株）共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権及び債権流動化により売却

した不動産担保付債権の担保価値を勘案し、将来発生する可能性のある損失を見積もり、必要と認められ

る額を計上しております。なお、この引当金は商法第２８７条ノ２に規定する引当金であります。

１２． 当行及び国内の連結される子会社及び子法人等のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

１３． 当行のヘッジ会計の方法は、貸出金・預金等の多数の金融資産・負債から生じる金利リスクをデリバテ

ィブ取引を用いて総体で管理する、「マクロヘッジ」を実施しております。これは、「銀行業における

金融商品会計基準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委

員会報告第 15 号）に定められたリスク調整アプローチによるリスク管理であり、繰延ヘッジによる会

計処理を行っております。また、リスク管理方針に定められた許容リスク量の範囲内にリスク調整手段

となるデリバティブのリスク量が収まっており、ヘッジ対象の金利リスクが減殺されているかどうかを

検証することにより、ヘッジの有効性を評価しております。

 なお、上記以外のヘッジ会計の方法として、個別ヘッジを実施しており、繰延ヘッジ、あるいは金利ス

ワップの特例処理による会計処理を行っております。

１４． 当行及び国内の連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっ

ております。

１５． 特別法上の引当金は、次のとおり計上しております。

証券取引責任準備金        ７０百万円        国内証券連結子会社の証券取引法第５１条及び証

券会社に関する内閣府令第３５条の定めに基づく

準備金であります。
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１６． 動産不動産の減価償却累計額  ９５，４４９百万円

１７． 動産不動産の圧縮記帳額  １１，８５４百万円

１８． 貸出金のうち、破綻先債権額は５７，４９５百万円、延滞債権額は２５７，３０６百万円であります。

 なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元

本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を

行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令

第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じて

いる貸出金であります。

 また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図

ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

１９． 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は２２，９０３百万円であります。

 なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸

出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

２０． 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は９９，６９４百万円であります。

 なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息

の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債

権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

２１． 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は４３７，４００百

万円であります。

 なお、１８．から２１．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

２２． 手形割引により取得した商業手形、荷付為替手形の額面金額は、８５，３５９百万円であります。

２３． 担保に供している資産は次のとおりであります。

 担保に供している資産

 有価証券 ２０６，７６２百万円

 貸出金 １，８９２百万円

 その他資産 ３５，１８１百万円

 担保資産に対応する債務

 預金 １３，４９９百万円

 借用金 ３５，１５９百万円

 上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券１０５，５０４百万

円及び貸出金１，１８４百万円を差し入れております。

 なお、動産不動産のうち保証金権利金は７，８４９百万円、その他資産のうち先物取引差入証拠金は

２４９百万円及び債券借入取引担保金は３０，６６２百万円であります。

２４． 土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、当行の事業用の土地

の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」

として負債の部に計上し、これを控除した金額を「再評価差額金」として資本の部に計上しております。

 再評価を行った年月日       平成１０年３月３１日

同法律第 3条第 3 項に定める再評価の方法   　　土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３

月３１日公布政令第１１９号）第２条第４号に定

める地価税法（平成３年法律第６９号）第１６条

に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる

土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて

公表した方法により算出した価額に基づいて、奥

行価格補正、側方路線影響加算、間口狭小補正等

により合理的な調整を行って算出
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２５． 借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金

７５，０００百万円が含まれております｡

２６． 社債は、劣後特約付社債であります。

２７． １株当たりの純資産額４３２円５８銭

２８． 有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、｢有価証券」のほか、

｢特定取引資産｣中の商品有価証券、譲渡性預け金及びコマーシャル・ペーパー、並びに「現金預け金」

中の譲渡性預け金が含まれております。以下３１．まで同様であります。

売買目的有価証券

中間連結貸借対照表計上額 １９４，９０３百万円

当中間連結会計期間の損益に含まれた評価差額 １０

その他有価証券で時価のあるもの

取得原価 評価差額中間連結貸借

対照表計上額 うち益 うち損

株式 183,629 179,897 △3,732 26,643 30,375

債券 949,935 958,747 8,812 9,164 352

国債 612,555 614,342 1,786 2,069 283

地方債 53,175 55,512 2,337 2,345 7

社債 284,204 288,893 4,688 4,749 61

その他 293,188 289,534 △3,654 4,035 7,689

合計 1,426,753 1,428,179 1,425 39,843 38,417

なお、上記の評価差額から繰延税金負債６１０百万円を差し引いた額８１５百万円のうち少数株

主持分相当額２２百万円を加えた額に、持分法適用会社が所有するその他有価証券に係る評価差

額金のうち親会社持分相当額２２１百万円を加算した額１，０５９百万円が、「評価差額金」に

含まれております。

当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式等について７，２６３百万円の減損

処理を行っております。なお、著しく下落したと判断する基準は、期末時価が取得原価に比べ 50%以

上下落したものは全て、30%以上 50%未満下落したものは信用リスクに係る評価結果を加味したもので

あります。

２９． 当中間連結会計期間中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

売却額 売却益 売却損

103,727 百万円 1,762 百万円 64 百万円

３０． 時価のない有価証券のうち、主なものの内容と中間連結貸借対照表計上額は、次のとおりであります。

内容 中間連結貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式（店頭売買株式を除く） 7,016

非上場外国証券 12,294

私募社債 6,125

３１． その他有価証券のうち満期があるものの債券の期間ごとの償還予定額は次のとおりであります。

１年以内 １年超５年以内 ５年超 10 年以内 10 年超

債券 390,631 498,067 34,141 42,033

　国債 333,890 230,268 10,183 40,000

　地方債 2,573 46,743 6,195 －

　社債 54,167 221,055 17,761 2,033

その他 39,637 214,485 31,654 5,548

合計 430,268 712,552 65,795 47,581

百万円百万円百万円 百万円百万円

百万円百万円百万円百万円

百万円
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３２． 金銭の信託の保有目的別の内訳は次のとおりであります。

 運用目的の金銭の信託

 中間連結貸借対照表計上額 ６，７９８百万円

 当中間連結会計期間の損益に含まれた評価差額 ３

３３． 消費貸借契約（現金担保付債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、｢有価証券｣に

１０，９８４百万円含まれております。

３４． 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた

場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約

する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、１，２２０，７０９百万円であります。

このうち原契約期間が 1 年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが１，２０５，８８６

百万円あります。

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのもの

が必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多

くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受け

た融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約

時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めてい

る行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じ

ております。

この他に、総合口座取引における当座貸越未実行残高が９２２，２９７百万円あります。
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  平成 13 年 4 月 １日から
                第 96 期中　                             中間連結損益計算書

  平成 13 年 9 月 30 日まで

（ 単位：百万円 ）

科           目 金           額

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

（ う ち 貸 出 金 利 息 ）

（うち有価証券利息配当金）

役 務 取 引 等 収 益

特 定 取 引 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

（ う ち 預 金 利 息 ）

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 損 失

中 間 純 利 益

１０９，９３１

８１，９３７

（   ６６，９８４ ）

（   １０，１５６ ）

１２，４１２

２６８

１，６００

１３，７１１

９９，３０４

１６，４７４

（     ８，６１３ ）

４，０２０

１４７

４１，１６５

３７，４９５

１０，６２６

１

１９２

１０，４３６

３，１９０

１，５０９

２０１

５，９３８

  （      ）
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（中間連結損益計算書  注記）

１． 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２． １株当たり中間純利益金額 ７円５銭

３． 特定取引目的の取引については、取引の約定時点を基準とし、当該取引からの損益を中間連結損

益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。

 特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当中間連結会計期間中の受払利息等に、有価証券、

金銭債権等については前連結会計年度末と当中間連結会計期間末における評価損益の増減額を、

派生商品については前連結会計年度末と当中間連結会計期間末におけるみなし決済からの損益相

当額の増減額を加えております。

４． 「その他経常費用」には、次のものを含んでおります。

(1) 貸倒引当金繰入額 １７，４０４百万円

(2) 株式等償却 ８，０１８百万円

(3) 退職給付会計導入に伴う会計基準変更時差異の費用処理額 ２，０３８百万円

(4) 債権売却損失引当金繰入額 １，１２９百万円
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                               平成 13 年 4 月 １日から

            第 96 期中　                              中間連結剰余金計算書
                               平成 13 年 9 月 30 日まで

（単位：百万円）

科          目 金         額

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

連 結 剰 余 金 増 加 高

再 評 価 差 額 金 取 崩 に 伴 う
剰 余 金 増 加 高

連 結 剰 余 金 減 少 高

配 当 金

役 員 賞 与

中 間 純 利 益

連 結 剰 余 金 中 間 期 末 残 高

１２８，３２４

１

１

２，１４５

２，１０５

４０

５，９３８

１３２，１１８

  （      ）
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平成 13 年 4 月 1日 から
第 96 期中

平成 13 年 9 月 30日 まで
中間連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

科        目 金       額

Ⅰ  営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益

減価償却費

連結調整勘定償却額

持分法による投資損益（△）

貸倒引当金の増加額

投資損失引当金の増加額

債権売却損失引当金の増加額

退職給付引当金の増加額

資金運用収益

資金調達費用

有価証券関係損益（△）

金銭の信託の運用損益（△）

為替差損益（△）

動産不動産処分損益（△）

特定取引資産の純増（△）減

特定取引負債の純増減（△）

貸出金の純増（△）減

預金の純増減（△）

譲渡性預金の純増減（△）

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△）

預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減

コールローン等の純増（△）減

コールマネー等の純増減（△）

債券貸付取引担保金の純増減（△）

外国為替（資産）の純増（△）減

外国為替（負債）の純増減（△）

資金運用による収入

資金調達による支出

その他

小    計

法人税等の支払額

 営業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出

有価証券の売却による収入

有価証券の償還による収入

金銭の信託の増加による支出

金銭の信託の減少による収入

動産不動産の取得による支出

動産不動産の売却による収入

 投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー

劣後特約付借入金の返済による支出

配当金支払額

少数株主への配当金支払額

自己株式の売却による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ  現金及び現金同等物に係る換算差額

Ⅴ  現金及び現金同等物の増加額

Ⅵ  現金及び現金同等物の期首残高

Ⅶ  現金及び現金同等物の中間期末残高

１０，４３６

２，２９０

△４０９

△５３

３，６０４

△２

△７，２４３

１，６０１

△８１，９３７

１６，４７４

６，３２０

６２

２１

１８２

６，９２７

△２７７

△１０８，４３１

１３２，６３３

△１０１，２１７

△４８

２０，９３０

４８，８５０

△１４２

△２５，３６９

△４

５３

８４，７５３

     △１７，１９６

３，５３４

△３，６５２

△１，０６８

△４，７２０

△６２４，９２６

１１０，４２７

５２４，８２８

△１２，４６５

１８，５７９

△２，０７３

４３７

１４，８０８

△１７，０００

△２，１０５

               △８２

４

△ １９，１８３

△２１

△９，１１７

１５６，０６０

１４６，９４３
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書  注記）

１． 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２． 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間連結貸借対照表上の「現金預け金」

のうち現金および日本銀行への預け金であります。

３． 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次

のとおりであります。

現金預け金勘定                     １５７，４００百万円

預け金（日銀預け金を除く）　　  △ 　１０，４５６百万円

現金及び現金同等物         　      １４６，９４３百万円
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中間連結財務諸表作成の基本となる事項

１． 連結の範囲に関する事項

（１）連結される子会社及び子法人等　　　　　　　　　　　　１１社

会社名

・ 株式会社総武

・ ちばぎんキャッシュビジネス株式会社

・ ちばぎんアカウンティングサービス株式会社

・ ちばぎんビジネスサービス株式会社

・ ちばぎん総合管理株式会社

・ ちばぎんローンビジネスサポート株式会社

・ ＣＨＩＢＡ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＬＴＤ．（ﾁﾊﾞｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ株式会社）

・ Ｃｈｉｂａ Ｃａｐｉｔａｌ Ｆｕｎｄｉｎｇ（Cayman）Ｌｔｄ．（ﾁﾊ゙ ｷｬﾋ゚ ﾀﾙﾌｧﾝﾃ゙ ｨﾝｸ゙ （ｹｲﾏﾝ）株式会社）

・ ちばぎん保証株式会社

・ ちばぎんリース株式会社

・ 中央証券株式会社

 

 なお、ちばぎんアカウンティングサービス株式会社は、ちばぎんスタッフサービス株式会社が

社名変更したものです。

 

 （２）非連結の子会社及び子法人等

 主要な会社名

・ ちばぎんコンピューターサービス株式会社

・ ちばぎんジェーシービーカード株式会社

非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、中間純損益（持分に見合う額）及び剰

余金（持分に見合う額）からみて、連結の範囲から除いても企業集団の財政状態及び経営成績

に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外しておりま

す。

２． 持分法の適用に関する事項

（１）持分法適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等　　７社

会社名

・ ちばぎんコンピューターサービス株式会社

・ ちばぎんジェーシービーカード株式会社

・ ちばぎんキャピタル株式会社

・ ちばぎんアセットマネジメント株式会社

・ ちばぎんファクター株式会社

・ ちばぎんディーシーカード株式会社

・ 株式会社ちばぎん総合研究所

（２） 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等

該当ありません。
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３． 連結される子会社及び子法人等の中間決算日等に関する事項

（１）連結される子会社及び子法人等の中間決算日は次のとおりであります。

６月末日　　　　　　　２社

  ９月末日　　　　　　　９社

（２） 連結される子会社及び子法人等は、それぞれの中間決算日の財務諸表により連結しております。

中間連結決算日と上記の中間決算日との間に生じた重要な取引については、必要な調整を行っ

ております。
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セ グ メ ン ト 情 報

１． 事業の種類別セグメント情報

  連結会社は銀行業以外に一部で証券、リース等の事業を営んでおりますが、それらの事業の全

セグメントに占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。

２． 所在地別セグメント情報

 全セグメントの経常収益の合計額に占める本邦の割合が９０％を超えているため、所在地別セ

グメント情報の記載を省略しております。

３． 海外経常収益

海外経常収益が連結経常収益の１０％未満のため、海外経常収益の記載を省略しております。

生 産、受 注 及 び 販 売 の 状 況

「生産、受注及び販売の状況」は、銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載

しておりません。
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有 価 証 券 関 係

（注）中間連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金も含めて記載しております。

Ⅰ前中間連結会計期間末

(1)  満期保有目的の債券で時価のあるもの

 該当ありません。

 

(2)  その他有価証券で時価のあるもの

（単位：百万円）

平成 12 年 9 月 30 日現在
期  別

種  類
取 得 原 価

中間連結貸借

対照表計上額
評 価 差 額

う ち 益 う ち 損

株 式 190,049 219,384 29,335 49,318 19,982

債 券 838,598 843,289 4,690 6,458 1,767

国 債 559,637 560,755 1,118 1,962 844

地 方 債 74,649 75,082 433 1,228 794

社 債 204,312 207,451 3,138 3,267 128

そ の 他 248,170 246,106 △  2,063 2,140 4,204

合     計 1,276,818 1,308,781 31,962 57,917 25,954

（注）中間連結貸借対照表計上額は、前中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上した

ものであります。

(3)  時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額

                                             （単位：百万円）

平成12年9月30日現在

そ の 他 有 価 証 券

非上場株式（店頭売買株式を除く） 8,040

非 上 場 外 国 証 券 16,572

私 募 社 債 5,697

Ⅱ当中間連結会計期間末

(1)  満期保有目的の債券で時価のあるもの
 該当ありません。

 

(2)  その他有価証券で時価のあるもの
（単位：百万円）

平成 13 年 9 月 30 日現在
期  別

種  類
取 得 原 価

中間連結貸借

対照表計上額
評 価 差 額

う ち 益 う ち 損

株 式 183,629 179,897 △　3,732 26,643 30,375

債 券 949,935 958,747 8,812 9,164 352

国 債 612,555 614,342 1,786 2,069 283

地 方 債 53,175 55,512 2,337 2,345 7

社 債 284,204 288,893 4,688 4,749 61

そ の 他 293,188 289,534 △　3,654 4,035 7,689

合     計 1,426,753 1,428,179 1,425 39,843 38,417

（注）１．中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上

したものであります。

２．当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式等について７，２６３百万円の減損

処理を行っております。なお、著しく下落したと判断する基準は、期末時価が取得原価に比べ 50%以上

下落したものは全て、30%以上 50%未満下落したものは信用リスクに係る評価結果を加味したものであ

ります。
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(3)  時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額
                                             （単位：百万円）

平成13年9月30日現在

そ の 他 有 価 証 券

非上場株式（店頭売買株式を除く） 7,016

非 上 場 外 国 証 券 12,294

私 募 社 債 6,125

Ⅲ前連結会計年度末

(1)  売買目的有価証券
（単位：百万円）

平成 13 年 3 月 31 日現在
期  別

種  類 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当該連結会計年度の損益

に 含 ま れ た 評 価 差 額

売買目的有価証券 201,665 85

(2)  満期保有目的の債券で時価のあるもの
（単位：百万円）

平成 13 年 3 月 31 日現在
期  別

種  類

連結貸借対照

表 計 上 額
時 価 差 額

う ち 益 う ち 損

国 債 3,997 3,999 1 1 －

（注）時価は、前連結会計年度末日における市場価格に基づいております。

(3)  その他有価証券で時価のあるもの

（単位：百万円）

平成 13 年 3 月 31 日現在

期  別

種  類 取 得 原 価
連結貸借対照

表 計 上 額
評 価 差 額

う ち 益 う ち 損

株 式 189,817 200,464 10,646 36,624 25,978

債 券 977,788 986,833 9,044 9,143 98

国 債 702,662 704,682 2,019 2,112 92

地 方 債 50,999 53,220 2,220 2,220 0

社 債 224,125 228,930 4,804 4,810 5

そ の 他 273,610 270,517 △　3,093 2,971 6,065

合     計 1,441,216 1,457,814 16,597 48,740 32,142

（注）連結貸借対照表計上額は、前連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであ

ります。

(4) 当該連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自平成12年4月1日　至平成13年3月31日）

  該当ありません。

 

(5) 当該連結会計年度中に売却したその他有価証券

（単位：百万円）

自平成12年4月1日　至平成13年3月31日期  別

種  類 売 却 額 売 却 益 の 合 計 額 売 却 損 の 合 計 額

その他有価証券 378,660 15,575 250
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(6) 時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額
                                             （単位：百万円）

平成13年3月31日現在

そ の 他 有 価 証 券

非上場株式（店頭売買株式を除く） 7,329

非 上 場 外 国 証 券 16,483

私 募 社 債 6,014

(7) 保有目的を変更した有価証券

 該当ありません。

 

(8) その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額

（単位：百万円）

平成13年3月31日現在
期  別

種  類 1 年以内 1 年超 5 年以内 5年超 10年以内 10 年超

債 券 526,085 414,669 46,725 9,364

国 債 470,592 221,972 9,115 7,000

地 方 債 － 35,847 17,373 －

社 債 55,492 156,850 20,237 2,364

そ の 他 39,541 200,533 29,859 7,858

合     計 565,626 615,203 76,585 17,223

金　銭　の　信　託　関　係

Ⅰ前中間連結会計期間末（平成12年9月30日現在）

(1) 満期保有目的の金銭の信託
該当ありません。

(2) その他の金銭の信託（運用目的および満期保有目的以外）
該当ありません。

Ⅱ当中間連結会計期間末（平成13年9月30日現在）

(1) 満期保有目的の金銭の信託
該当ありません。

(2) その他の金銭の信託（運用目的および満期保有目的以外）
該当ありません。

Ⅲ前連結会計年度末

(1) 運用目的の金銭の信託

（単位：百万円）

平成13年3月31日現在
期  別

種  類 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当該連結会計年度の損益
に 含 ま れ た 評 価 差 額

運 用 目 的 の
金 銭 の 信 託

13,354 20

(2) 満期保有目的の金銭の信託

 該当ありません。

 

(3) その他の金銭の信託（運用目的および満期保有目的以外）

該当ありません。
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そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

Ⅰ前中間連結会計期間末

○その他有価証券評価差額金

中間連結貸借対照表に計上されている評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

平成12年9月30日現在

    評 価 差 額（その他有価証券） 31,962

(△)繰延税金負債 13,201

    その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 18,760

(△)少数株主持分相当額 33

(＋)持分法適用会社が所有するその他有価証券に係る

評価差額金のうち親会社持分相当額
751

    評価差額金 19,479

Ⅱ当中間連結会計期間末

○その他有価証券評価差額金

中間連結貸借対照表に計上されている評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

平成13年9月30日現在

    評 価 差 額（その他有価証券） 1,425

(△)繰延税金負債 610

    その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 815

(△)少数株主持分相当額 △　22

(＋)持分法適用会社が所有するその他有価証券に係る

評価差額金のうち親会社持分相当額
221

    評価差額金 1,059

Ⅲ前連結会計年度末

○その他有価証券評価差額金

連結貸借対照表に計上されている評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

平成13年3月31日現在

    評 価 差 額（その他有価証券） 16,597

(△)繰延税金負債 6,863

    その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 9,734

(△)少数株主持分相当額 △　8

(＋)持分法適用会社が所有するその他有価証券に係る

評価差額金のうち親会社持分相当額
121

    評価差額金 9,864
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デ リ バティブ取引関係

Ⅰ前中間連結会計期間末

(1) 金利関連取引
                      （単位：百万円）

平成 12 年 9 月 30 日現在区 

分 種     類
契 約 額 等 時   価 評 価 損 益

金 利 先 物 － － －

 

取
引
所 金 利 オ プ シ ョ ン － － －
金 利 先 渡 契 約 － － －
金 利 ス ワ ッ プ 445,366 △  120 △  120

金 利 オ プ シ ョ ン － － －

 
 

店 
 
 
 

頭

そ  の  他 10,800 △  11 △  11

合      計 △  131 △  131

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

(2) 通貨関連取引

該当ありません。

（注）1.ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引及び下記注 2.の取引は、除いております。

2. 「銀行業において『新外為経理基準』を継続適用した場合の当面の監査上の取扱い」（日本

公認会計士協会平成 12 年 4 月 10 日）に基づき、期間損益計算を行っている通貨スワップ取

引については、除いております。

期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

（単位：百万円）

平成 12 年 9 月 30 日現在
種     類

契 約 額 等 時   価 評 価 損 益

通 貨 ス ワ ッ プ 114,895 14 14

 また、同様に、先物為替予約、通貨オプション等のうち、中間連結会計期間末日に引直し

を行い、その損益を中間連結損益計算書に計上しているもの、及び外貨建金銭債権債務等

に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の中間連結貸借対照表表示に反映されている

もの又は当該外貨建債権債務等が連結手続上消去されたものについては、除いております。

引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

（単位：百万円）

平成 12 年 9 月 30 日現在区 

分 種     類
契 約 額 等

通 貨 先 物 －

 

取
引
所 通 貨 オ プ シ ョ ン －
為 替 予 約  5,643

通 貨 オ プ シ ョ ン 852

 

店 
 

頭
そ  の  他 －
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(3) 株式関連取引
（単位：百万円）

平成 12 年 9 月 30 日現在区 

分 種     類
契 約 額 等 時   価 評 価 損 益

株式指数先物 － － －

 

取
引
所 株式指数オプション 224 1 △  0

有価証券店頭オプション － － －
有価証券店頭指数等スワップ － － －

 

店 
 

頭
そ  の  他 － － －
合      計 1 △  0

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、該当ありません。

(4) 債券関連取引
（単位：百万円）

平成 12 年 9 月 30 日現在区 

分 種     類
契 約 額 等 時   価 評 価 損 益

債 券 先 物 1,853 1 1

 

取
引
所 債券先物オプション － － －
債券店頭オプション － － －店 

頭
そ  の  他 － － －
合      計 1 1

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、該当ありません。

(5) 商品関連取引

  該当ありません。

 

(6) クレジットデリバティブ取引

該当ありません。
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Ⅱ当中間連結会計期間末

(1) 金利関連取引
                      （単位：百万円）

平成 13 年 9 月 30 日現在区 

分 種     類
契 約 額 等 時   価 評 価 損 益

金 利 先 物 99 △  0 △  0

 

取
引
所 金 利 オ プ シ ョ ン － － －
金 利 先 渡 契 約 － － －
金 利 ス ワ ッ プ 316,974 △  0 △  0

金 利 オ プ シ ョ ン － － －

 
 

店 
 
 
 

頭

そ  の  他 23,680 △  10 △  10

合      計 △  10 △  10

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

(2) 通貨関連取引
（単位：百万円）

平成 13 年 9 月 30 日現在区 

分 種     類
契 約 額 等 時   価 評 価 損 益

通 貨 ス ワ ッ プ 21,147   10   10

為 替 予 約 － － －
通 貨 オ プ シ ョ ン － － －

 
 

店 
 
 
 

頭

そ  の  他 － － －
（注）1.上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しておりま

す。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引及び下記注 2.の取引は、上

記記載から除いております。

2. 「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 20 号）に基づき、期間損益計算を行っ

ている通貨スワップ取引については、上記記載から除いております。

期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

（単位：百万円）

平成 13 年 9 月 30 日現在
種     類

契 約 額 等 時   価 評 価 損 益

通 貨 ス ワ ッ プ 48,295 151 151

また、同様に、先物為替予約、通貨オプション等のうち、中間連結会計期間末日に引直し

を行い、その損益を中間連結損益計算書に計上しているもの、及び外貨建金銭債権債務等

に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の中間連結貸借対照表表示に反映されている

もの又は当該外貨建債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除

いております。

引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

（単位：百万円）

平成 13 年 9 月 30 日現在区 

分 種     類
契 約 額 等

通 貨 先 物 －

 

取
引
所 通 貨 オ プ シ ョ ン －
為 替 予 約  3,782

通 貨 オ プ シ ョ ン  16,154

 

店 
 

頭
そ  の  他 －
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(3) 株式関連取引
（単位：百万円）

平成 13 年 9 月 30 日現在区 

分 種     類
契 約 額 等 時   価 評 価 損 益

株式指数先物 615 △  6 △  6

 

取
引
所 株式指数オプション － － －
有価証券店頭オプション － － －
有価証券店頭指数等スワップ － － －

 

店 
 

頭
そ  の  他 － － －
合      計 △  6 △  6

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、該当ありません。

(4) 債券関連取引
（単位：百万円）

平成 13 年 9 月 30 日現在区 

分 種     類
契 約 額 等 時   価 評 価 損 益

債 券 先 物 4,464 4 4

 

取
引
所 債券先物オプション － － －
債券店頭オプション － － －店 

頭
そ  の  他 － － －
合      計 4 4

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上しております。

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、該当ありません。

(5) 商品関連取引

 該当ありません。

 

(6) クレジットデリバティブ取引

該当ありません。
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Ⅲ前連結会計年度末

取引の時価等に関する事項

(1) 金利関連取引
                      （単位：百万円）

平成 13 年 3 月 31 日現在
区 

分
種     類

契 約 額 等
うち 1 年超

時   価 評 価 損 益

売  建 － － － －金   利

先   物 買  建 － － － －
売  建 － － － －

取 

引 

所 金   利

オプション 買  建 － － － －
売  建 － － － －金 利 先

渡 契 約 買  建 － － － －
受取固定 ･

支払変動
187,107 121,607 4,061 4,061

受取変動 ･

支払固定
182,067 119,567 △ 4,106 △ 4,106

金   利

スワップ

受取変動 ･

支払変動
3,881 975 △ 34 △ 34

売  建 － － － －金   利

オプション 買  建 － － － －
売  建 13,330 10,330 △ 17 △ 17

店 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

頭

そ  の  他
買  建 10,900 7,900 20 20

合      計 △ 77 △ 77

（注）1.上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

2. 時価の算定

取引所取引につきましては、東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。

店頭取引につきましては、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

(2) 通貨関連取引
該当ありません。

（注）1.ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引及び下記注 2.の取引は、除いております。

2. 「銀行業において『新外為経理基準』を継続適用した場合の当面の監査上の取扱い」（日本公認

会計士協会平成 12 年 4 月 10 日）に基づき、期間損益計算を行っている通貨スワップ取引につい

ては、除いております。

期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

（単位：百万円）

平成 13 年 3 月 31 日現在
種     類

契 約 額 等 時   価 評 価 損 益

通 貨 ス ワ ッ プ 74,159 △ 479 △ 479

 また、同様に、先物為替予約、通貨オプション等のうち、連結会計年度末日に引直しを行

い、その損益を連結損益計算書に計上しているもの、及び外貨建金銭債権債務等に付された

もので当該外貨建金銭債権債務等の連結貸借対照表表示に反映されているもの又は当該外貨

建債権債務等が連結手続上消去されたものについては、除いております。
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 引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

（単位：百万円）

平成 13 年 3 月 31 日現在区 

分
種     類

契 約 額 等

売  建 －通   貨

先   物 買  建 －
売  建 －

取 

引 

所 通   貨

オプション 買  建 －
売  建  2,760為   替

予   約 買  建  2,382

売  建 537通   貨

オプション 買  建 537

売  建 －

店 
 
 
 
 

頭

そ  の  他
買  建 －

(3) 株式関連取引

 該当ありません。

 

(4) 債券関連取引
（単位：百万円）

平成 13 年 3 月 31 日現在
区 

分
種     類

契 約 額 等
うち 1 年超

時   価 評 価 損 益

売  建  1,257 － 6 6債   券

先   物 買  建  1,256 － △ 4 △ 4

売  建 － － － －

取 
引 
所 債券先物

オプション 買  建 － － － －
売  建 － － － －債券店頭

オプション 買  建 － － － －
売  建 － － － －

店 
 
 
 

頭 そ  の  他
買  建 － － － －

合      計 1 1

（注）1.上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、該当ありません。

2. 時価の算定

取引所取引につきましては、東京証券取引所等における最終の価格によっております。店頭取引

につきましては、オプション価格計算モデル等により算定しております。

(5) 商品関連取引
 該当ありません。

 

(6) クレジットデリバティブ取引
 該当ありません。


